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ポポポーーーララランンンドドド政政政治治治・・・経経経済済済・・・社社社会会会情情情勢勢勢   
（（（２２２０００１１１２２２年年年９９９月月月６６６日日日～～～１１１２２２日日日）））   

平成 24 年（2012 年）9 月 14 日 
 

H E A D L I N E S 

政治 

コモロフスキ大統領が障害者権利条約に署名 

独誌がトゥスク首相を有力な次期「欧州人民党」党首候補と報じる 

下院，国家追憶院（ＩＰＮ）廃止に関する議論を開始 

ＥＵ非公式外相会合 

米国立公文書館がカチンの森事件関連文書を公開 

シェモニャク国防相がドイツを訪問 

欧州議会がＣＩＡ秘密収容所に関する決議を採択 

政府，ミサイル防衛システム導入方針を承認 

在リビア米国領事館襲撃事件に関するポーランド外務省声明 

国家安全保障委員会開催 

経済 

８月の新車登録台数が減少 

Ａ１高速道路建設が中断 

ポーランド食肉業界の危機 

企業開発庁がポリメックス・モストスタル社に資金を融資 

国有財産相がＥＵのシェールガスに関する報告書を非難 

８月の自動車生産台数が大きく減少 

輸出の増加が貿易赤字改善を促す 

ビジネス・サービス・セクターで１万人以上の雇用を創出 

経済特別区への投資実績 

ＰＧＮｉＧ社がガスの卸売と小売を分社 

国債発行成功が市場の信頼性を確保 

ＬＯＴがドリームライナーのチケット販売を開始 

旅行業者の売上げが増加 

ポーランドは家具生産のリーダー 

社会 

オシフィエンチム博物館，入場者数が１００万人突破 

大使館からのお知らせ 
トルンにおける領事出張サービスについて 

平成２４年度後期分教科書の配付について 

ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）について                                                          

東日本大震災義捐金受付について 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm 
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政    治 

内    政 
 

コモロフスキ大統領が障害者権利条約に署名【６

日】 

６日，コモロフスキ大統領が国連障害者権利条約

に署名した。 

 

独誌がトゥスク首相を有力な次期「欧州人民党」党

首候補と報じる【１１日】 

独「シュピーゲル」誌の最新号が，トゥスク首相が

欧州議会の中道右派「欧州人民党」（ＥＰＰ）の次期

党首に有力視されていると報じた。１１日，レディング

欧州委員（法務人権担当）が，仮にバローゾ現党首

が党首再選に出馬をしないのであれば，トゥスク首

相が欧州委員会議長の良い候補になるだろうと発

言。 

 

下院，国家追憶院（ＩＰＮ）廃止に関する議論を開始

【１１日】 

１１日，民主左翼連合（ＳＬＤ）の提出した国家追憶

院（ＩＰＮ）廃止に関する法案について，下院で議論が

開始された。同法案には「パリコト運動」が賛同する

姿勢を見せているが，与党「市民プラットフォーム」

（ＰＯ）及び最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）は，第一読会

で廃案とすべきと主張。 

 

 

外    交 
 

ＥＵ非公式外相会合【７～８日】 

７～８日，シコルスキ外相は，キプロスで開催され

たＥＵ非公式外相会合に出席。同外相は，イランに

対する新たな制裁には慎重な態度を表明。 

 

米国立公文書館がカチンの森事件関連文書を公開

【１０日】 

１０日，米国立公文書館は，１，０００ページ近くの

カチンの森事件関連文書を公開。公開された文書は，

同事件がソ連の犯罪であることを米側が認識してい

たことを明らかにした。 

 

シェモニャク国防相がドイツを訪問【１０日】 

１０日，シェモニャク国防相がドイツを訪問。デメジ

エール独国防相と会談し，軍近代化，特に掃海艦及

びミサイル防衛関連装備品について協議。 

 

欧州議会がＣＩＡ秘密収容所に関する決議を採択【１

１日】 

１１日，欧州議会は，ポーランド，リトアニア及びル

ーマニア政府に対してＣＩＡ秘密収容所に関する調査

を行うことを要請する決議を採択した。なお，ポーラ

ンド政府はかかる収容所の存在を否定している。 

政府，ミサイル防衛システム導入方針を承認【１１

日】 

１１日，政府はミサイル防衛システム導入方針を

承認。同システムの導入は，自国防空システムの近

代化，ＮＡＴＯミサイル防衛システムとの統合，米国と

の協力，という３つの側面を有しており，整備の中心

は短・中距離弾道ミサイルに対処するシステムの構

築となる。国防省は年末までに必要となる予算の見

積りを終了する予定。 

 

在リビア米国領事館襲撃事件に関するポーランド外

務省声明【１２日】 

１２日，ポーランド外務省は，同日リビアのベンガ

ジで発生した在リビア米国領事館襲撃事件を非難し，

犠牲者に対し哀悼の意を表する声明を発表。 

 

国家安全保障委員会開催【１２日】 

１２日，国家安全保障委員会が開かれ，ミサイル

防衛システム整備に関する議論が行われた。同委

員会後，コモロフスキ大統領は，「近く２００１年の軍

近代化予算法の優先事項に，ミサイル防衛システム

整備を加える修正案を提出する」と発言した。 

 

 

経    済 
  

８月の新車登録台数が減少【６日】 

８月の新車登録台数は，前年同月比７．６％減，

前月比１３．２％減となる１７，９２６台であった。ただ

し，１月～８月の合計は１８６，０１６台で前年同期比

３．４％増となっている。２０１１年の新車登録台数は

２７４，８０６台で，２０１２年はこの数を下回ると予想

されている。 

 

Ａ１高速道路建設が中断【６日】 

グダンスク－ウッチ間を繋ぐＡ１高速道路の今後１

年以内の開通が困難となった。これは，６日，トルン

－コヴァル間の工事を断念することが発表されたた

め。ポーランド国家道路局（ＧＤＤＫｉＡ）は，ポーランド

のＰＢＧ社とアイルランドのＳＲＢ社によるコンソーシ

アムが，５５％の工事しか終えられなかったことを非

難したが，コンソーシアム側も契約規定に違反したと 
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されるＧＤＤＫｉＡの事業に対する関心の低さを非難。

ＧＤＤＫｉＡの地域代表は，本件交渉に十分に関与し

なかったとして引責辞任した。事業再開に向けた入

札は９月又は１０月に発表される予定。 

 

ポーランド食肉業界の危機【７日】 

ポーランドの食肉業界は危機に瀕している。価格

が上昇している結果として，需要が減少。農業食品

経済研究所によると，昨年１２月の豚肉小売価格は，

一昨年より１０％上昇した。価格上昇を受け，一人当

たりの年間消費量は２kg 減の４０．５kg となり，鶏肉

が豚肉の消費に置き換わる形となっている。肉類の

中で鶏肉の販売が唯一伸びている。豚肉の価格上

昇は，生産利益の減少及び多くの養豚農家の経営

問題により，２０１２年の養豚飼養頭数が１，１５０万

頭にまで落ち込んだことが原因。専門家は，今年末

には更に１，１００万頭に落ち込むと予想している。 

 
企業開発庁がポリメックス・モストスタル社に資金を

融資【７日】 

企業開発庁（ＡＲＰ）は，ポリメックス・モストスタル

社に４５百万ズロチを融資する。本報道を受けて，ポ

リメックス社の株価は一次９．３％（最終的に３．７％）

上昇した。ＡＲＰは商業的な条件で融資することにな

る。また，同社は１億６千万ズロチを申請しており，

今回の融資はその第１弾と言われている。ＰＢＧ社も

ＡＲＰの融資を望んでおり，約２億ズロチを申請して

いる。 

 

国有財産相がＥＵのシェールガスに関する報告書を

非難【７日】 

７日，欧州委員会がＥＵの気候変動目標に対する

シェールガス開発の影響を分析した英国のＡＥＡテク

ノロジー社の報告書を公表した。これによれば，シェ

ールガスの採掘は在来型ガスの開発よりも大きな環

境負荷を与えるとし，現在の規制のいくつかを強化

すべきとしている。欧州委員会は，２０１３年にも何ら

かの規制強化が提示されることが見込まれている。

ブザノフスキ国有財産大臣は，本報告書が公衆を誤

った印象や理解に導くものであると批判し，何らかの

対応を即座に取るであろうと述べている。ＡＥＡテクノ

ロジー社とロシアのガスプロム社が緊密な関係にあ

ったことから，専門家はＡＥＡ社の報告書の結論に懐

疑的な見方をしている。 

 
８月の自動車生産台数が大きく減少【１０日】 

８月の自動車生産台数が，前年同期比２７．２１％

減，前月比４１．２６％減の３１，４４８台に落ち込んだ。

また，１月～８月の合計生産台数は４４５，６５３台で

前年同期比２１．８２％減となっている。なお，２０１１

年の合計生産台数は８２５，４００台で，前年比で６．

９６％減となっている。 

 

輸出の増加が貿易赤字改善を促す【１１日】 

中央統計局（ＧＵＳ）によれば，２０１２年１月～７月

の貿易収支は６０８億ユーロの赤字となり，同期間で

９７０億ユーロの赤字だった２０１１年と比べ改善した。

輸出は前年同期比３％増の８０５億ユーロで，輸入

は前年同期比１．５％減となる８６６億ユーロであっ

た。ズロチ換算では，１月～７月の輸出は前年同期

比で１１％増，輸入は６．３％増となり，貿易収支は２

６０億ズロチの赤字で，前年同期の３８４億ズロチよ

り縮小。ドイツへの輸出が少なくなる一方，ウクライ

ナ及びベラルーシへの輸出は伸びている。 

 

ビジネス・サービス・セクターで１万人以上の雇用を

創出【１１日】 

ビジネス・サービス・リーダズ協会（ＡＢＳＬ）のベス

トゥリー副会長は，ビジネス・サービス・セクターは１

万人以上の新規雇用を創出するだろうと述べた。同

氏は，昨年約１万２千人の雇用が創出され，本年も

同様の拡大が予想される旨述べている。主に若年

層の雇用で，外国語を話すことができるエコノミスト，

法律家，ＩＴ専門家が雇用されている。ビジネス・サー

ビス・セクターにおける販売・雇用面で，ポーランドは

インド，中国に次いで世界第３位，欧州で第１位とな

っている。 

 

経済特別区への投資実績【１１日】 

経済省の「ポーランドにおける起業」と題した報告

書によれば，経済特別区（ＳＥＺ）は２０１１年末まで

に１４３の地域・２０３の行政区に１５，０４６ｈａ造成さ

れている。これまで，７９７億ズロチがＳＥＺに投資さ

れ，約２４万１，６００人の新規雇用が創出された。Ｓ

ＥＺへの投資の７５％は，ポーランド（１７．８％），ドイ

ツ（１６．５％），米国（１２．６％），オランダ（１０．２％），

日本（９．２％），イタリア（８．５％）の６か国の企業に

より行われている。自動車産業が最も積極的に投資

しており，２０１１年の投資実績の２５％が自動車産

業で，第２位はゴム・プラスチック産業（１０％）であっ

た。いくつかのＳＥＺでは特定の産業が集積しており，

レグニツァＳＥＺでは自動車産業が，ヴァルミンスコ

－マズルスキエＳＥＺではゴム・プラスチック産業が

集積している。 

 

ＰＧＮｉＧ社がガスの卸売と小売を分社【１１日】 

ＰＧＮｉＧ社（ガス公社）は，グループ内のガスの卸

売部門と小売部門を分社化する方針を表明した。こ

の動きは予定されているガス市場の自由化に関連

するもので，競争・消費者保護局（ＵＯＫｉＫ）はＰＧＮｉ

Ｇ社にガスの卸売と小売を分社化するよう求める報

告書を２日前に提示していた。同社役員会は分社後

の運営の詳細を明らかにしていないが，同社販売・

取引部長は，ガス，電力及び熱の販売を一元化する 
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ことを計画しているとだけ述べた。 

 

国債発行成功が市場の信頼性を確保【１２日】 

財務省は，２０億ドル相当の１０年物国債を利率３．

１７５％で発行した。ポーランド国債に対する需要は

８０億ドル程度まで高まっており，今回の利率はこれ

までで一番低かったことから，海外市場におけるポ

ーランドに対する信頼性が確保されていることを裏

付けた。未払いとなる確率も２０１１年１１月の２０％

から８％に低下している。ポーランドにおける海外直

接投資の増加は，市場における景況感が改善され

ていることと，依然として今次金融危機の影響が少

ないことが要因として挙げられる。 

 

ＬＯＴがドリームライナーのチケット販売を開始【１２

日】 

ポーランド航空（ＬＯＴ）は，ボーイング７８７（ドリー

ムライナー）を１２月までに所有することとなるが，顧

客は既にチケットを購入することができる。当初，ドリ

ームライナーは，欧州内の各都市（１２月１４日にワ

ルシャワ－プラハ間，この他フランクフルト，ミュンヘ

ン，ロンドン，ウィーン）への周航を行う。ドリームライ

ナーの最初の長距離フライトは，２０１３年１月１６日

のシカゴ便となる。その後，２月にはトロント，ニュー

ヨーク，３月には北京と続く。日本へのフライトは２０

１３年の９月又は１０月を予定。チケット価格について

は，少なくとも当初のうちは大きな変更はない模様。

１月のシカゴ便のエコノミークラスは，約２，０００ズロ

チ，プレミアム・エコノミークラス（ボーイング７６７のビ

ジネスに相当）は，４，０００ズロチ，最高級ビジネス 

 

 

クラスは，１０，０００ズロチから販売される。 

 

旅行業者の売上げが増加【１２日】 

旅行業者の売上げが伸びている。ポーランド旅行

業者協会のピヨンテック会長によると，旅行代理店

の予約数と顧客数はそれぞれ前年比１５．２％，１７．

０％の増加となっている。同会長は，価格が低下し，

混雑が緩和されることを理由にピークシーズンを避

ける傾向から，９月や１０月の顧客数が着実に増加

していると指摘する。休暇シーズンは，前倒しの傾向

にもあり，２０１２年４月の旅行代理店の顧客取扱い

数は，前年同月比４４％増，５月は５９％増となった。

また，９月３～９日の期間で，ポーランド人に人気の

旅行先は，トルコが最も人気が高く２４．２％，次いで

ギリシャが２２．９％，エジプトが１６．４％となった。 

 

ポーランドは家具生産のリーダー【１２日】 

家具会社Ａｂｏｃｏｒｐの発表によると，ポーランドは

米国，イタリア，中国に次ぐ世界第４番目の家具輸

出国で，布張り家具のほか，自動車・飛行機座席，

マットレス等で知名度が高い。年間３，１００万脚の

椅子・ソファーを生産しており，この数は中国に次い

で世界第２位。ポーランドの家具産業は，２０１１年に

は６２，０００の雇用を生み出しており，２５９兆ズロチ

の売上を記録している。これは前年度比１３％増で，

他のＥＵ諸国の５倍の数値となっている。生産された

家具の７５％は海外に輸出され（ドイツ約５０％，フラ

ンス２０％，オランダ８％，スウェーデン６％），欧州で

販売されているソファベッドの実に半数はポーランド

製である。価格の割に高品質なことが，ポーランド製

家具の販売が伸びている理由だと考えられる。 

社    会 
 

オシフィエンチム博物館，入場者数が１００万人突破

【１０日】 

 ２０１２年年初からの「ポーランド国立オシフィエン

チム博物館」（アウシュビッツ・ビルケナウ国立博物

館）への入場者数が１００万人を突破。２０１１年に記

録した年間最多入場者数である１４０万人以上に，２

０１２年の年間入場者数も近づく見込み。同博物館

は，ポーランド国内で最も人気のある博物館である。

入場者数はこの数年増加傾向にあり，博物館の広

報担当者は，今後，博物館周辺のインフラ整備や駐

車場の整備を進める予定と述べている。 

 

大使館からのお知らせ 
 

第２０回国際観光展ＴＴワルシャワ出展 

大使館は，第２０回国際観光展ＴＴワルシャワ（期間：９月２７日（木）～２９日（土））に出展し，魅力あふれる

日本への観光をご案内します。２９日（土）には様々な日本文化紹介イベントを行いますのでご関心がある方は

お立ち寄り下さい。会場は Trade Fair and Congress Center MT Polska, ul. Marsa 56C, Warszawa となります。

詳しくは，下記ホームページをご覧ください。 

http://www.ttwarsaw.pl/index.php?lang=en 
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トルンにおける領事出張サービスについて 

 大使館は，１１月１７日（土）１０時から１３時までの間，Ｈｏｔｅｌ Ｍｅｒｃｕｒｅ Ｈｅｌｉｏｓ （ul. Kraszewskiego 1/3 

Torun）において，領事出張サービスを実施します。詳しくは，下記ＨＰをご覧ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120913.html 

 

平成２４年度後期分教科書の配付について 

大使館では，ポーランド在住の邦人子女を対象に，平成２４年度後期分教科書（小学生のみ）を配付いたし

ます。（後期分は中学生用教科書の配付はありません。また，ワルシャワ日本人学校に通学しているお子様に

は学校から配付されますので，今回の配付の対象とはなりません。）詳しくは，下記ＨＰをご覧ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120801.html 

 

ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）について 

 当館ＨＰ上に，「ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約）に関する情報を掲載いたし

ました。詳しくは下記ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/documents/haga_pamphlet.pdf 

 

東日本大震災義捐金受付について 

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２４年９月３０日（日）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm 

 

文化行事・大使館関連行事 

 

〔予定〕 音楽フェスティバル「Ｍｕｓｉｃａ Ａｎｔｉｑｕａ Ｅｕｒｏｐａｅ Ｏｒｉｅｎｔａｌｉｓ」 【９月１２日（水）～１０月５日（金）】 

ビドゴシチにて，ポモルスカ・フィルハーモニー主催による，国際音楽フェスティバル「Ｍｕｓｉｃａ Ａｎｔｉｑｕａ Ｅｕ

ｒｏｐａｅ Ｏｒｉｅｎｔａｌｉｓ」が開催されます。９月２１日には日本人指揮者浮ヶ谷孝夫氏が出演するコンサートが行わ

れます。 

問合せ先・開催場所：ポモルスカ・フィルハーモニー（住所：Andrzeja Szwalbego 6，Bydgoszcz，電話番号：52 

321 04 67，ホームページ：http://www.filharmonia.bydgoszcz.pl/） 

 

〔予定〕 第１回日本文化・芸術フェスティバル【９月１５日（土）～９月２３日（日）】 

ラチブシ市にて，ポーランド合気道連合会主催による，第１回日本文化・芸術フェスティバルが行われます。

日本に関する講演会，展示，和食の試食，様々なワークショップ，映画の上映などが予定されています。詳細

については，ホームページをご覧ください：http://www.budo-gala.pl/program 

問合せ先：ポーランド合気道連合会 ヤツェク・オストロフスキ（電話番号：602-487-925，E メール：

ostry.j@interia.pl，ホームページ：http://www.budo-gala.pl/program） 

 

〔予定〕 田口雅弘岡山大学教授による講演 【９月１８日（火）】 

在ポーランド日本国大使館広報文化センターにおいて，田口雅弘岡山大学教授による講演「フォーラム・ポ

ーランドの活動」が開催されます。講演はポーランド語で行われます。入場は無料です。座席に限りがあります

ので，参加ご希望の方は事前にご連絡ください。 

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，E メール：

info-cul@emb-japan.pl，住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa） 

 

〔予定〕 第５回国際空手選手権大会 【９月２２日（土）】 

ヴロツワフにて，空手クラブ「コブ」主催による，ポーランド国際空手選手権大会が行われます。故西山英峻

氏記念大会となる本大会には，様々な国からジュニア及びシニア選手が参加します。 

問合せ先：Klub Karate Tradycyjnego KOBU （住所：Lodzka 23, Wroclaw，電話：603 318 310，E メール：

kobu@home.pl，ホームページ：http://www.kobu.pl/） 

開催場所： Hala Sportow Walk AWF, ul. Paderewskiego 35, Wroclaw 
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この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                             

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

在ポーランド日本国大使館 newsmail@emb-japan.pl 

（ご連絡は電子メールでお願いします。） 


